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∗本稿は、(独)経済産業研究所におけるプロジェクト「環境と貿易」の一環として執筆されたものである。  2
 



















越境環境汚染の例として、A 国が起こす環境汚染が、その A 国と他国である B 国の 2 国
に被害を与える場合を考える。A 国の汚染財の増加は B 国にも汚染被害を与え、B 国の生
産にも影響を与える。この場合にはＡ国による排出削減は A 国だけではなく B 国にも利益
を与える。これを示したものが図ー１である。A 国の排出削減の限界費用は MCAであり、2















実現する QEの水準は世界全体の便益を反映した Q0から大きく乖離することになる。 




限界的な便益(図ー１の MBB)に等しい水準に留まるからである(図ー１の Q1)。 
世界全体での最適な水準は、QEから出発して、B 国は QE GFQ0までの額を支払う用意があ
















染発生国である A 国が、風向き等によって交渉上優位な立場に立っているときには、B 国
がその利益である QE GFQ0のすべてを提供しない限り追加的な汚染削減には応じないとい
う対応をとる可能性がある。この場合、B 国の負担が極めて大きなものとなる。逆に、B 国
が大国で A 国産の輸出財に対して貿易制限という制裁措置を課すことによって A 国に追加






 次 に2 国がお互いに汚染を行いあうという環境の外部性を持っている場合を図ー２で考
える。 図ー２では、 各国の限界削減費用は MCA、 MCBで示されるように異なると仮定する。
他方、両国の限界削減便益は MBA、MBBで等しいものと仮定する。この場合も 2 国が自国
の限界削減費用と自国の限界削減便益が一致する水準でそれぞれ排出削減を行ったとする
と、総削減量は QE(=QA+QB)となり、それは世界全体で見て効率的とは言えない。世界全体
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図ー２  越境汚染(相互に排出しているケース)  (出所)Pearson[２４00]348 頁  5
高い国、 つまり限界削減費用が低い(図では MC が下方に位置する)国がより多くの削減をす
ることが効率性の観点から求められることとなる。しかし、効率性と公平性との間に議論
の余地がある。 総費用を示す限界削減費用曲線より下の領域は MCAよりも MCBのほうが大
きい。つまり B 国の負担が大きい。また、A 国は QAから QA’へわずかに削減を増加すれば
よいのに対し、B 国は QBから QB’’へ大幅に削減を増加しなければならない。経済的な効率
性からは限界費用と限界便益が一致せず、かつ限界費用も世界的には均一化しないため劣
った政策であるが、平等な努力を求める国際協定の方が、政治的には実現性が高い。 
  なお、総削減量が QEである非協力状態から、交渉によってよりよい状態に移行すること
ができることは、次の図ー３によって示すことができる。図ー３で相手国の汚染削減量を
前提として自国の効率的な汚染削減量をトレースしたものが反応曲線である。両国の反応

































限界削減便益は、B 国で低く A 国で高いと仮定する。限界削減便益の違いを反映して、
ここでは A 国の方がより多い排出削減(QA)を行っているし、 完全に協力的な均衡では、 削減




















QB  QB’ 
MBA 
●  ● ●
図ー４  越境汚染(相互に排出、限界便益が異なるケース) 
QA  7







さらに弱まる。もし図ー５で、B 国が汚染削減を Q’ABの水準で行うと考える場合、A 国の
限界削減便益は下方にシフトし MB’Aとなるため、A 国の汚染削減水準は Q’ ’ A  の水準まで
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図ー５  相互汚染、戦略的行動  (出所)Pearson [２４00]352 頁  8












産要素の価格が上昇する(図ー６の O から A へ)だけで、他の国の汚染は増加しない。しか
し、他国が一定の排出税を採用している場合においては、汚染という生産要素の限界生産
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出量を抑えることと同様の効果を持つ。すなわち両国が排出税を採用し、B 国が A 国の排
出税率引き上げに同調するかわからない状況よりも、 B 国が排出量規制を持っていれば汚染


















































                                                  



















































点の水準の Pe に設定したとする。汚染財産業は OxF に相当する汚染量を使用し、非汚染財
産業は F Oy に相当する汚染量を使用する。汚染財の輸出国であるという仮定から、閉鎖経
済から開放経済への移行により汚染財価格が上昇するため、汚染財の限界生産物価値は AA
から A’A’へ上方にシフトする。逆に、非汚染財の限界生産物価値は非汚染財価格が低下する
ため BB から B’B’へ下方にシフトする。新しい汚染生産要素の価格は交点 E’に対応する Pa
になるはずであるが、排出税を Pe に固定しているため、汚染財は OxH に相当する汚染量
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  排出税＝汚染生産要素価格 















財の等産出量曲線が接する点は図-9-a のエッジワース・ボックスにおいて P1 のみである。






される結果、 労働の不完全雇用が発生する。 汚染財の生産は P３まで拡大し、 完全特化する。
（図-９b の PP3 の直線は、図-９a において労働の賦存量が OxOy′でエッジワース・ボッ
クスが OxOy′P3Ox′のときの生産可能性曲線である。 ）図では貿易の開始により、経済の
厚生水準は排出権取引よりも低い水準となる。 


























   図 -９b  生産可能性曲線 
●
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図-９a  エッジワース・ボックス        







図-10-a のエッジワース・ボックスにおいて、原点から出る直線 Ox P1 上では、生産関数
が一次同次であるため、生産量と生産要素からなる三角形(例えば Ox P0A と Ox P1Ｂ)は相
似形であるので、汚染財の生産量とそれに対応する汚染排出量(汚染という生産要素使用量)
の比率、つまり排出集約度(emission intensity)は常に一定となる。 
図-10-a において、この国は X 産業にとっては Ox P1、Y 産業にとっては OyP1 で表され
る排出集約度より高い排出集約度は認めないという直接規制を導入したと仮定する。この
国の契約曲線は Ox P1Oy となる。直線 Ox P1 上では、汚染財は一定の生産要素価格比に対
応した生産を行なっている。これは排出税の場合と同様である。ただし、残余の汚染と労
働を非汚染財産業がすべて雇用すれば、非汚染財産業にとっての生産要素価格比は汚染財
産業とは異なるものとなる。 つまり直線 Ox P1 上では P1 を除き両財の等生産量曲線は接し
ない。P1Oy 上では排出権取引の場合と同様である。 




























B  A 
図--10-a    エッジワース・ボックス              図-10-b  生産可能性曲線 
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導出すると図-11-b の P3P1P2 で表される直線となる。財の国際価格比が P1P2 よりも汚染
財に有利になると、この経済は汚染財に完全に特化し、生産は P2 で行なわれる。また、財
の国際価格比がP3P1よりも非汚染財に有利になると、 この経済は非汚染財に完全に特化し、
生産は P3 で行なわれる。それ以外の財の価格比では、この経済は不完全特化し、生産は P1
で行なわれる。P1 が排出権取引の場合の契約曲線上の点であると仮定すると、この生産可
能性曲線は P1 で図ー７-a の生産可能性曲線に接する（そうでなければ、図ー７-a の生産可
能性曲線の内側に位置する） 。貿易の開始により汚染財の相対価格が高まると図ー７-b のケ
ースではP0で生産するにもかかわらず、 このケースでは依然としてP1で生産するために、
























図-11-a  エッジワース・ボックス             図-11-b  生産可能性曲線  18
国際価格比が P3P2 よりも汚染財に有利になると、この経済は汚染財に完全に特化し、生産













の場合と同じ OxO とする。生産可能性曲線はエッジワース・ボックスの P1 に相当する図
-12-b 上の点 P1 で汚染(環境)の量的水準についての制約のない生産可能性曲線と接し、 その
内側に位置する。貿易によって汚染財の相対価格が上昇する場合、その国際価格比の下で
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図-12-b  生産可能性曲線 
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図-12-a  エッジワース・ボックス 20














は、B 点よりも両財とも汚染要素節約的となっているため、C 点となる。 
図-13 で汚染財の技術進歩が大きい場合には、汚染財、非汚染財とも汚染要素集約度は低























































大国の場合には、 財の価格の変化の効果をとりあえず無視すると、 排出権の国際価格は B
点よりは上昇、C 点よりは低下するので、両財は C 点よりも汚染集約的となり、その等産










































権市場で排出権を購入する場合は、 小国であれば汚染財に完全特化する。 大国の場合、 図-18








































































































































合、図-24 の B、C 点の位置からすれば、汚染財の生産量の減少や非汚染財の生産拡大の度
合いは限定的である。このため交易条件の改善は限定的である。 
 





















汚染財の生産は A から A’に拡大し、非汚染財の生産は B から B’に減少していることを示
している。図 27 は、非汚染財で資本集約的な技術を採用すれば、非汚染財の生産は B か
























って X1 に移行する。この結果、X 財の OA、Y 財の OB という生産要素比率が OC、OD
に変化する。H はこの国の生産要素賦存在量である。X 財の生産量は OA から OC へ拡大































図-27 非汚染財で資本集約的な技術を採用する場合（２）  31
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